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研究成果の概要（和文）：  2014年、中国政府は新聞、雑誌、テレビ・ラジオ放送といった既存メディアをイン
ターネット新興メディアと融合させるメディア融合戦略を打ち出した。本研究では、その国家メディア融合戦略
に関する政策や文献を分析し、その狙いを明らかにした上で、戦略実施にあたって新型主流メディアの形成と現
代的なコミュニケーションシステムの構築を目指すメディアの取り組みの実態を調査し、メディア融合によって
ニュース伝達や世論形成にもたらす影響を検討した。

研究成果の概要（英文）：In 2014, the Chinese government launched a media integration strategy that 
integrates existing media such as newspapers, magazines, television and radio broadcasts with 
Internet new media. In this research, we analyzed policies and literatures on the national media 
integration strategy, clarifying its aim and investigating the actual situation of media efforts in 
implementing the strategy. We also investigated the influence of media integration on news 
transmission and public opinion formation.

研究分野： 地域研究、社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
2014 年、中国政府は新聞、雑誌、テレビ・

ラジオ放送などのあらゆる伝統メディアを
インターネット新興メディアと融合させ、新
型主流メディアの形成と現代的なコミュニ
ケーションシステムの構築を狙うメディア
融合戦略を打ち出した。共産党と政府のメデ
ィア融合戦略はどういう背景から打ち出さ
れ、何を狙っているのか。メディア機構はメ
ディア融合にどのように取り組み、その実態
はどうなっているのか。メディア融合によっ
て形成される新型主流メディアはどのよう
な形で、どう機能するのか。さらに、融合さ
れたメディアは中国の世論形成にどのよう
な影響をもたらすか、といった課題が浮上し
てきた。 
本研究の代表者と研究分担者は、これまで

改革・開放という転換期における中国メディ
アの動向に着目し、多角的に研究を行ってき
た。例えば、西（2008、『中国の経済体制改
革とメディア』集広舎）は市場経済の下、中
国の政治、経済、社会及び文化がダイナミッ
クに変化する中で、1990 年代半ば頃からの
党機関紙を中心とした新聞グループ化、都市
報を代表とした伝統メディアの大衆化と商
業化、さらに社会の多様化に応じて、メディ
アの監視機能を果たそうとした動きについ
て考察を行い、動態的に転換期の中国メディ
ア制度の変容、実態、問題点と現実な課題を
検討した。研究を締めくくる際に、経済的な
自立を実現したメディアが、自主的な報道空
間を拡大し、さらに政治的な独立を求めてい
く方向にあると指摘した。だが、現状ではむ
しろメディアに対する政治統制が強化され
つつある。場合によって事前検閲も辞さない
内容規制もしばしば見られる。こうした統制
は都市報などの伝統メディアをさらに難局
に追い込み、大衆の伝統メディア不信、政府
不信、さらにインターネット利用への殺到を
加速する要因となっている。 
分担者の高井は、中国の世論形成に注目し、

長期にわたって世論形成の視座から中国の
新興活字メディア、いわゆる都市報、時事週
刊誌という伝統メディアに加え、インターネ
ットなど新興メディアによって形成された
復合的メディア環境を分析し、世論形成のメ
カニズムを解明しようと努めた。とりわけ、
高井（2011、『中国文化強国宣言批判』蒼蒼
社）において、中国の伝統メディアの停滞、
新興メディアの影響力の拡大といった現象
をメディア論、コミュニケーション論から分
析し、民衆の利益の表明、調整メカニズムが
構築されず、大衆メディアの役割が抑制され
ることによって、当時規制が比較的緩かった
インターネット上での民意表明の高まりを
明らかにし、「二つの世論場」が形成され、
中国社会がハイリスク、ハイコストな社会と
なりつつあると指摘した。 
こうしたメディアと社会の現状に対して、

中国国内の研究においても、中国における主

流メディアの不在と主流価値観の構築の困
難という問題点は指摘された（林暉、2013、
『断裂与共識：網絡時代的中国主流媒体与主
流価値観構建』復旦大学出版社）。 

2012 年に発足した習近平政権はまさにイ
ンターネット時代の万民が発信者となり、ネ
ット情報の膨大化、民意の多様化の一方、伝
統メディアの不況による「主流コミュニケー
ションチャンネル」が失われつつある現実を
直面している。こうした背景に、かつての無
い規模でメディアの再編を行うディア融合
戦略は、中国メディア研究を行ってきたわれ
われにとって、これまでの研究成果を踏まえ、
最新動向を追跡調査し、分析すべき課題とな
った。 
本研究はこれまでの中国メディア研究の

蓄積になるのは言うまでもないが、この研究
を通じて、中国政治や中国社会の今後の動向
をも占うことが可能となろう。 
 
２．研究の目的 
 本研究は中国政府のメディア融合戦略に
関する政策やインターネット管理に関する
法整備と政策の動向を明らかにし、伝統メデ
ィアと新興メディアとの融合はどのように
実施され、その試みを調査し、さらにメディ
ア融合によってユース伝達と世論形成に与
える影響を検討する点にあった。 
 
３．研究の方法 
本研究の遂行にあたって、文献分析、メデ

ィア観察、報道分析、現地調査などの方法を
持って進めた。 
(1)中国共産党と政府のメディア戦略やメデ
ィア管理に関わる政策を分析し、メディア融
合戦略の狙いを明らかにする。 
  
(2)メディア融合に関連する資料や文献を分
析し、メディア融合の動きと中国側の研究者
の研究を継続的に追跡し把握した。 
  
(3)オンラインニュースサービスの「澎湃ニ
ュース」や「人民日報」のＳＮＳメディアの
利用を中心に継続的に観察し、メディア融合
の実態把握を行った。 
  
(4)現地調査を行い、中国の報道実務家とメ
ディア研究者へのインタビューを行ったり、
また、メディア研究者を日本へ招き、シンポ
ジウムで意見交換を行ったりすることによ
って、メディア融合の現場の実態把握、資料
の確認とともに突っ込んだ議論に努めた。 
 
４．研究成果 
背景と目的で述べたとおり、本研究では

2014 年に中国政府が打ち出したメディア融
合戦略に関する政策とその実施活動を中心
に調査研究を行った。政策の動向とメディア
の現状について実態を把握しながら、調査と
分析で得た知見を、公益財団法人新聞調査会



発行の月刊『メディア展望』において、「中
国メディア事情」という連載の形式で公開し
ている。一方、研究成果としては、本研究を
ベースにした学会発表、論文や書籍の刊行を
行った。研究期間全体を通じて実施した研究
の成果を報告書（総 172 頁）にまとめ、今後
の教育指導の現場に取り入れようと考えて
いる。本研究の分析によって明らかになった
いくつかの点を以下のようにまとめる。 
（1）メディア融合戦略始動の背景 
2014 年、中国共産党中央が「伝統メディア

と新興メディアとの融合発展の推進に関す
る指導意見（関于推動伝統媒体和新興媒体融
合発展的指導意見）」を通達し、メディア融
合を国家戦略として全国で推進し始めた。同
年、インターネット広告収入がテレビを抜き
去るネット全盛の時代に入っているともい
えるのはメディアの実態だ。また、2014 年末
時点で、ネット人口は 6 億 4900 万に達し、
その 85.8％の利用者が携帯電話からネット
に接続している。さらに普及しているスマー
トフォンなどの移動端末の利用に応じる SNS
アプリケーションが開発され、ネット利用者
の人気の的になったため、民衆の情報接触活
動は大きく変容した。当時の中央宣伝部長劉
奇葆は次のように現状認識を示した。「新興
メディアは話題設定の機能や世論への影響
力が日々強くなっている。多くの社会のホッ
トな話題はネット上に瞬時に表れ、拡散され
るため、伝統メディアの世論を導く力は挑戦
にさらされている…伝統メディアはすでに
革新によって生き残りをはかる正念場に差
し掛かっている。伝統メディアと新興メディ
アとの融合発展の推進は一刻も猶予できな
い。」（劉奇葆「加快推動伝統媒体和新興媒体
融合発展」「人民日報」2014 年 4月 23 日）つ
まり、本研究の分担者高井が指摘したように、
中国の官製メディア融合の背景には、議題設
定機能が当局の直接手の及ばないインター
ネットやそのSNSに移ってしまうという現実
に対して強い危機感が存在する。 
 
（2）メディア融合戦略とその狙い 
メディア融合戦略に関する指導者の演説

や党中央と政府の通達に関する資料を分析
し、戦略の中身とその狙いについて明らかに
なったいくつかのポイントが挙げられる。 
①伝統メディアと新興メディアを融合さ

せるのはメディアの構造の激変に適応し、主
流メディアのコミュニケーション能力、信頼
性、影響力および世論を導く能力を高める重
要な措置である。融合により主流メディアに
先進的コミュニケーション技術を科学的に
運用させ、情報の生産とサービス能力を強化
させ、より良く党と政府の声を宣伝しながら
人民大衆の情報の需要を満足させる。 
②メディア融合の推進にあたって、ニュー

スコミュニケーションのルールと新興メデ
ィア発展の規則に従い、インターネット的思
考を強化しなければならない。また、党の指

導と合致した方向へ世論を誘導することを
堅持しなければならない。 
③メディア融合には、技術の整備とコンテ

ンツ制作は同様に重要な位置に置かなけれ
ばならない。インターネットのモバイル化、
SNS 化、動画化の成り行きに順応し、ビッグ
データ、クラウドコンピューティングなどの
新技術を積極的に運用し、モバイル・クライ
アント、携帯端末のウェブサイトなどの新し
い応用と業態を発展させ、技術の研究開発レ
ベルを絶えず高め、新技術でメディア融合発
展を促進し、メディアのモデルチェンジとア
ップグレードを推進しなければならない。同
時に、新興メディアのコミュニケーションの
特徴に応じ、コンテンツ制作を強化し、取材
と編集のプロセスを革新し、情報サービスを
合理化し、コンテンツ優位で発展優勢を勝ち
取らなければならない。 
④伝統メディアと新興メディアは内容、ル

ート、プラットフォーム、経営、管理などの
面において深い融合を進め、力を入れて、形
態の多様、手段の先進、競争力のある強大な
新型主流メディアをいくつか作り上げ、強大
な実力とコミュニケーション能力、信頼性お
よび影響力のある新型メディアグループを
作り上げ、多角的で、多面的な、融合発展の
現代的なコミュニケーションシステムを形
成させなければならない。メディア融合を行
いながら、管理も確実にし、メディア融合発
展を終始正しい方向に沿って進めることを
確保すべきである。 
 
（3）メディア融合のモデル作りの試み  
本研究では以下の二つのメディア融合モ 

デルを考察した。  
①都市報のメディア融合の試み――「澎湃 

新聞（ニュース）」  
2013 年、上海市の解放日報新聞集団と文

匯・新民連合集団が合併し、中国最大の新聞
発行グループとなる「上海報業集団」を結成
した。翌年 7月、グループの都市報である「東
方早報」を母体としたオンラインニュースサ
ービス「澎湃新聞」は本格的にスタートした。 
「澎湃」の名称は「PAPER」の音をもじっ

て作られ、ニュースアプリの形式で、主に携
帯電話で閲覧し、広告も掲載されている。Ｐ
Ｃ版もある。合わせて、中国の SNS である微
博や微信に展開し、公式アカウントを運営す
る。「東方早報」編集部がバックアップして
始動したため、都市報の生き延びる道を示す
かと期待も集めた。「澎湃新聞」によると、
2017 年 2月の時点では、そのアプリをダウン
ロードした人は 6900 万人を越え、1日当たり
のアクセスも延べ 500 万人を数える。創刊当
初から閲覧は無料で財政支援に頼り、ビジネ
スモデルがまだできていない。2017 年に入っ
てから紙媒体の「東方早報」が停刊し、全面
的にオンライン化することになり、上海市政
府も出資して動画サイトも設置した。一方で、
民間 IT 会社の力を借りることも利用者の拡



大を模索している。 
②新型主流メディアのモデル――「人民日

報中央厨房」 
メディア融合戦略の実施に当たり、人民日

報社はモデルづくりに積極的だ。人民日報社
はその傘下に 29 の新聞と雑誌、44 のウェブ
サイト、118 のミニブログの公式アカウント、
142 のウィーチャットの公式アカウントおよ
び 31 のモバイル・クライアントを有する複
合メディアグループとなっている。ユーザー
数は 3億 5000 万に達していると自称する。 
人民日報社のメディア融合発展計画は人

民日報クライアント、オムニメディアニュー
スプラットフォームとデータセンターとい
う三つのプロジェクトによって構成される。
その中、オムニメディアニュースプラットフ
ォームは、すべてのメディアに応じるニュー
ス生産の過程と指揮システムであり、「人民
日報中央厨房」方式と名つけられ、最も注目
されており、すでに新型主流メディアのモデ
ルになっている。 
「中央厨房」プロジェクトは、旧来の社内

の各部門の別々に取材と編集を行ういわば
「個別の調理厨房」のようなモデルを一新し、
「集中調理施設」にするように、つまり、伝
統メディアの構成体制にメスを入れ、取材、
コンテンツの作成、発信などのすべての流れ
を一体化し、新しいコミュニケーションツー
ルと端末に適応させようとしている。その狙
いは、「統括的に企画し、取材した内容を多
様なコンテンツに製作し、いろいろなツール
で発信し、24時間稼働し、全世界をカバーす
る」というニュースプラットフォームの形成
だ。「人民日報中央厨房」の技術システムは、
コンテンツデリバリー、世論観測、ユーザー
行動分析、可視化製作などの一連のハードウ
エアとソフトウエアのツールが含まれ、取材
現場の記者とセンターにいるデスクがタイ
ムリーにコミュニケーションを行い、共同で
企画し、マルチメディ製品を作り上げ、イン
ターネットの双方向性を活用し、情報発信の
効果を追跡する技術も含まれる。端的に言え
ば、ビッグデータを解析して、ニュース効果
を分析し、当局が望むメディアの世論管理と
誘導機能を果たすことができる。 
現在国内各地の党機関紙グループも相次

いで中央厨房システムを導入している。人民
日報を中心とした地方党機関紙と連携した
ネットワークを形成し始めた。 
  
（4）今後の課題  
メディア融合国家戦略の実施は進行中で

あり、2019 年までは大幅な進展が求められて
いる。今後、「新型主流メディア集団」がど
のように確立され、どの成果を挙げるかは今
後の課題として追跡して研究する必要があ
る。 
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